
「地方消費者行政強化作戦」と

消費者安全確保地域協議会の設置促進について

消費者庁 消費者教育・地方協力課長

尾原 知明

平成29年12月16日
「消費者問題シンポジウムin 和歌山」
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消費者問題の現状：消費生活相談件数

・2016年度の消費生活相談件数は、88.7万件。2015年度を下回ったものの、依然として高水準。

・情報化が幅広い年齢層に一層広がり、インターネット利用等の情報通信に関する相談が増加。

・架空請求に関する相談は7.7万件と、前年並みであるが、5年前に比べ増加。

１
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・周囲の見守りが必要な認知症等の高齢者に関する相談は高水準。

・「訪問販売」の割合が高齢者全体より大きく40％超。

・本人以外からの相談が多く、本人からの相談は２割に満たない。

消費者問題の現状：認知症等の高齢者に関する相談
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消費者ホットラインの利用件数
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0570-064-370

平成２７年７月１日より
１８８

「消費者ホットライン」１８８の仕組み

消費生活センター等の接続箇所数 1,374箇所（2017年6月末）

１８８
お住まいの郵便
番号を入力

最寄りの消費
生活相談窓口
に接続

消費者ホットラインの3桁化

⇒ただし・・・消費者ホットラインの番号「１８８」
を知っていた人は、わずか４．９％
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